
 
平成１７年３月期  個別中間財務諸表の概要 

 

会 社 名 株式会社 ニレコ            登録銘柄 

コ ード番 号 ６８６３                本社所在都道府県 

（ＵＲＬ http://www.nireco.co.jp）
代  表  者 役  職  名 代表取締役 

氏    名 山田 秀丸 

問い合わせ先  責任者役職名 取締役管理部門長 

        氏    名 金子 晃        ＴＥＬ（0426）42－

決算取締役会開催日  平成１６年１１月２６日     中間配当制度の有無

中間配当支払開始日  平成１６年１２月１０日     単元株制度採用の有

 

１．１６年９月中間期の業績（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日

(1) 経営成績 

 売  上  高 営 業 利 益 
 

１６年９月中間期 

１５年９月中間期 

百万円   ％

３,３０３（ ５.０）

３,１４５（１４.４）

百万円   ％

３（△９３.１）

５３（  －  ）

１６年３月期  ６,４４９    １２９       

 

 
中 間 (当 期) 純 利 益 

1 株当たり中間 

(当期)純利益 
 

１６年９月中間期 

１５年９月中間期 

百万円   ％

５１（△２９.１）

７１（  －  ）

円  銭

５ ６７ 

７ ８１ 

１６年３月期 ３００       ２８ １９ 

(注)1.期中平均株式数  16 年 9 月中間期 8,991,154 株  15 年 9 月中間期 9,207,689 株  

  2.会計処理の方法の変更   無 

  3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前

(2) 配当状況 

 
1 株当たり 

中間配当金 

1 株当たり 

年間配当金 
 

 

１６年９月中間期 

１５年９月中間期 

円 銭 

６ ００  

４ ００  

円 銭

―――― 

―――― 

  １６年３月期 ―――― １０ ００ 

 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率
 

１６年９月中間期 

１５年９月中間期 

百万円 

１３,２５６   

１３,１５８   

百万円

１２,１１２  

１１,９９３  

９１

９１

  １６年３月期 １３,４７２   １２,２１３  ９０

(注) 1．期末発行済株式数 16 年 9 月中間期 8,990,820 株 15 年 9 月中間期 9,043,536

2. 期末自己株式数  16 年 9 月中間期 1,014,429 株 15 年 9 月中間期 961,713 株

 

２．１７年３月期の業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日

 売 上 高 経常利益 当期純利益 

 

通  期 

百万円 

７,０００   
百万円

２６０  

百万円

２００  

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）   ２２円２４銭 
（注）業績予想は、現時点入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定

の業績等は、業況の変化により、上記予想値と異なる場合があります。業績予想の前提とな

にあたっての注意事項につきましては添付資料の７ページを参照してください。 

 

 

 

 

平成 16 年 11 月 26 日 

東京都 

3111 

  有 

無 有（１単元 1,000 株） 

） 

経 常 利 益 
百万円   ％

８３（△２８.８）

１１７（  －  ）

２４３       

16 年 3 月期 9,122,397 株 

年中間期増減率 

 1 株当たり株主資本
％ 

.４  

.１  

円  銭

１,３４７  ２５ 

１,３２６  １８ 

.７  １,３５３  ５１ 

株 16 年 3 月期 8,991,907 株 

 16 年 3 月期 1,013,342 株 

） 

1 株当たり年間配当金 

期 末  
円 銭 

６ ００  

円 銭

１２ ００ 

な要素を含んでおります。実際

る仮定及び業績予想のご利用



６【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成15年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  2,354,229 1,767,445 2,332,864 

２．受取手形  840,914 888,116 732,201 

３．売掛金  2,033,132 2,405,451 2,414,556 

４．有価証券  327,211 185,546 171,065 

５．棚卸資産  2,601,627 3,214,602 2,847,416 

６．繰延税金資産  177,395 249,990 142,305 

７．その他  182,629 192,585 132,776 

貸倒引当金  △18,359 △21,055 △20,071 

流動資産合計   8,498,782 64.6 8,882,684 67.0  8,753,114 65.0

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※１   

(1）建物  470,665 453,364 471,272 

(2）機械及び装置  40,725 47,651 36,357 

(3）土地  680,995 680,995 680,995 

(4）その他  124,076 124,669 132,742 

有形固定資産合計   1,316,463 10.0 1,306,681 9.9  1,321,367 9.8

２．無形固定資産   54,462 0.4 43,491 0.3  48,856 0.3

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※３ 2,342,041 1,736,244 1,970,526 

(2）繰延税金資産  274,293 228,951 336,004 

(3）その他  745,828 1,124,919 1,109,622 

貸倒引当金  △73,095 △66,933 △67,040 

投資その他の資産
合計 

  3,289,068 25.0 3,023,182 22.8  3,349,112 24.9

固定資産合計   4,659,994 35.4 4,373,354 33.0  4,719,337 35.0

資産合計   13,158,777 100.0 13,256,039 100.0  13,472,451 100.0

    

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  417,550 422,611 415,952 

２．未払法人税等  － 10,877 － 

３．未払消費税等  16,530 5,145 13,457 

４．その他  329,834 486,858 400,184 

流動負債合計   763,915 5.8 925,493 7.0  829,594 6.1



  
前中間会計期間末 

（平成15年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債    

１．退職給付引当金  62,209 85,761 76,417 

２．役員退職引当金  339,314 131,870 352,778 

固定負債合計   401,523 3.1 217,631 1.6  429,195 3.2

負債合計   1,165,438 8.9 1,143,125 8.6  1,258,790 9.3

    

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   3,072,352 23.3 3,072,352 23.2  3,072,352 22.8

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  4,124,646 4,124,646 4,124,646 

資本剰余金合計   4,124,646 31.3 4,124,646 31.1  4,124,646 30.6

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  613,089 613,089 613,089 

２．任意積立金  3,949,108 3,900,000 3,949,108 

３．中間（当期）未処
分利益 

 594,840 790,037 786,871 

利益剰余金合計   5,157,037 39.2 5,303,126 40.0  5,349,069 39.7

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  115,126 0.9 116,105 0.9  170,232 1.3

Ⅴ 自己株式   △475,825 △3.6 △503,317 △3.8  △502,640 △3.7

資本合計   11,993,338 91.1 12,112,914 91.4  12,213,661 90.7

負債資本合計   13,158,777 100.0 13,256,039 100.0  13,472,451 100.0

    

 



 

②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

    

Ⅰ 売上高   3,145,242 100.0 3,303,246 100.0  6,449,474 100.0

Ⅱ 売上原価 ※５  2,224,639 70.7 2,354,083 71.3  4,558,632 70.7

売上総利益   920,602 29.3 949,163 28.7  1,890,841 29.3

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※５  866,923 27.6 945,475 28.6  1,761,335 27.3

営業利益   53,678 1.7 3,687 0.1  129,505 2.0

Ⅳ 営業外収益 ※１  85,655 2.7 92,876 2.8  157,601 2.4

Ⅴ 営業外費用 ※2,5  22,332 0.7 13,268 0.4  43,417 0.6

経常利益   117,001 3.7 83,294 2.5  243,690 3.8

Ⅵ 特別利益 ※３  － － 32,976 1.0  96,760 1.5

Ⅶ 特別損失 ※４  － － 27,249 0.8  55,345 0.8

税引前中間（当
期）純利益 

  117,001 3.7 89,021 2.7  285,105 4.5

法人税、住民税及
び事業税 

 3,756 3,756 7,512 

法人税等調整額  41,289 45,045 1.4 34,256 38,012 1.2 △22,567 △15,055 △0.2

中間（当期）純利
益 

  71,955 2.3 51,008 1.5  300,161 4.7

前期繰越利益   522,884 739,028  522,884

中間配当額   － －  36,174

中間（当期）未処
分利益 

  594,840 790,037  786,871

    

 

 



 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 １．資産の評価基準及び評価

方法 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

 ……移動平均法による原価法 同左 同左 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの…… 時価のあるもの…… 時価のあるもの…… 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法 

同左 決算日の市場価格等に基づ

く時価法 

 （評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定。

ただし、デリバティブ組込

み型債券でデリバティブ部

分と債券部分の区分ができ

ないものについては全体を

時価評価し、評価差額は当

中間会計期間の損益に計上

しております。） 

 （評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定。

ただし、デリバティブ組込

み型債券でデリバティブ部

分と債券部分の区分ができ

ないものについては全体を

時価評価し、評価差額は当

期の損益に計上しておりま

す。） 

 時価のないもの…… 時価のないもの…… 時価のないもの…… 

 移動平均法による原価法 同左 同左 

 (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

 ……時価法 同左 同左 

 (3）棚卸資産 (3）棚卸資産 (3）棚卸資産 

 製品 同左 同左 

 見込生産品   

 ……先入先出法による原価

法 

  

 受注生産品   

 ……個別法による原価法   

 半製品・材料   

 ……先入先出法による原価

法 

  

 仕掛品   

 ……個別法による原価法   

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 ２．固定資産の減価償却の方

法 …定率法 同左 同左 

  なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法を採用

しております。 

  

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 …定額法 同左 同左 

  ソフトウェア（自社利用）の

減価償却方法は、社内における

利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。 

  

 



 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 同左 

 (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（196,003千円）については、

５年による按分額を費用処理し

ております。 

 また、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（196,003千円）については、

５年による按分額を費用処理し

ております。 

 また、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

 (3）役員退職引当金 (3）役員退職引当金 (3）役員退職引当金 

  役員の退職金の支給に備え

て、内規に基づく中間会計期間

末要支給額を計上しておりま

す。 

同左  役員の退職金の支給に備え

て、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

同左 同左 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 ５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

 なお、仮受消費税等は仮払消費

税等と相殺のうえ、未払消費税等

として表示しております。 

同左  消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。 

 



 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示方法） 

       ────── 

 

 

 

 

実務対応報告第12号「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算

書上の表示についての実務上の取扱

い」（企業会計基準委員会 平成16

年2月13日）が公表されたことに伴

い、当中間会計期間から同実務対応

報告に基づき、法人事業税の付加価

値割及び資本割10,877千円を販売費

及び一般管理費として処理しており

ます。 

       ────── 

 

 

 

 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前事業年度末 
（平成16年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

1,741,423千円 1,807,359千円 1,772,007千円

 ２．受取手形割引高  ２．受取手形割引高  ２．受取手形割引高 

289,227千円 225,067千円 277,116千円

※３．貸付有価証券 ※３．     ────── ※３．     ────── 

貸付を行っている株式52,800千円が含ま

れております。 

  

 

 



 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１．営業外収益の主なもの ※１．営業外収益の主なもの ※１．営業外収益の主なもの 
 

受取利息 1,836千円 

有価証券利息 12,593千円 

受取配当金 18,513千円 

不動産賃貸収益 9,286千円 

投資有価証券売却益 19,099千円 
  

 
受取利息 3,051千円

有価証券利息 11,413千円

受取配当金 21,839千円

不動産賃貸収益 8,898千円

投資有価証券売却益 16,588千円
  

 
受取利息 3,569千円

有価証券利息 29,688千円

受取配当金 20,450千円

不動産賃貸収益 18,196千円
  

※２．営業外費用の主なもの ※２．営業外費用の主なもの ※２．営業外費用の主なもの 
 

支払利息 1,148千円 

不動産賃貸費用 4,175千円 
  

 
支払利息 1,624千円

不動産賃貸費用 4,224千円
  

 
支払利息 2,086千円

不動産賃貸費用 8,704千円

棚卸資産除却損 5,567千円
  

※３．    ────── ※３．特別利益の主なもの ※３．特別利益の主なもの 

 
 

投資有価証券売却益 32,976千円
  

 
投資有価証券売却益 96,760千円

  
※４．    ────── ※４．特別損失の主なもの ※４．特別損失の主なもの 

 
 

会員権等評価損 27,249千円
  

 
関係会社株式評価損 55,345千円

  
※５．減価償却実施額 ※５．減価償却実施額 ※５．減価償却実施額 
 

有形固定資産 41,829千円 

無形固定資産 5,605千円 
  

 
有形固定資産 42,048千円

無形固定資産 5,365千円
  

 
有形固定資産 91,402千円

無形固定資産 11,211千円
  

 

 



 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 
  

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

（千円）

減価償
却累計
額相当
額 

 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 

有形固定資産
その他 

135,705 73,922 61,782 

  

  

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額
（千円）

有形固定資産
その他 

128,920 76,005 52,914

無形固定資産 82,224 8,703 73,520

合計 211,144 84,709 126,435

  

  

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

（千円）

減価償
却累計
額相当
額 

期末残
高相当
額 
（千円）

有形固定資産
その他 

186,466 75,246 111,220

  

（注） 取得価額相当額は、有形固定資産の

中間期末残高等に占める未経過リー

ス料中間期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

（注） 取得価額相当額は、有形固定資産及

び無形固定資産の中間期末残高等に

占める未経過リース料中間期末残高

の割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

（注） 取得価額相当額は、有形固定資産の

期末残高等に占める未経過リース料

期末残高の割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 26,752千円 

１年超 35,030千円 

合計 61,782千円 
  

 
１年内 40,843千円

１年超 85,591千円

合計 126,435千円
  

 
１年内 38,510千円

１年超 72,709千円

合計 111,220千円
  

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、有形固定資産の中間期末残高等

に占めるその割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、有形固定資産及び無形固定資産

の中間期末残高等に占めるその割合

が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、

有形固定資産の期末残高等に占める

その割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
 

支払リース料 16,340千円 

減価償却費相当額 16,340千円 
  

 
支払リース料 19,616千円

減価償却費相当額 19,616千円
  

 
支払リース料 40,028千円

減価償却費相当額 40,028千円
  

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

 

 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価の

あるものはありません。 
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